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令和７年５月２６日 

 

 

石巻市議会議長 遠 藤 宏 昭 殿 

 

 

                    会 派 名 公明会 

                    代表者氏名 会長 渡 辺 拓 朗 

 

 

調査報告書 

 

調査した概要は次のとおりであります。 

 

記 

 

１ 調 査 者 氏 名 渡 辺 拓 朗 

櫻 田 誠 子 

鈴 木 良 広 

 

２ 調 査 期 間  令和７年５月１４日から 

令和７年５月１６日まで  ３日間 

 

３ 調  査  地 (1) 長崎県雲仙市  

           ・光輝く雲仙力アップ事業について 

 

  (2) 長崎県五島市 

             ・磯焼け対策について 
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４ 目   的 

(1) 長崎県雲仙市 

 ・光輝く雲仙力アップ事業について 

 雲仙市は、島原半島の北西部に雲仙普賢岳を取り巻くように位置しており、北岸は有明  

海に、西岸は橘湾に面している。地勢は、雲仙山系の険しい山地と、それに連なる丘陵地、

及び海岸沿いに広がる平野部からなり、東西17km、南北24kmの総面積214.29㎢で、気候は、

温暖多雨の恵まれた条件にあり、人口は約４万500人である。 

雲仙市では、基幹産業である農林水産業が、担い手の減少や従事者の高齢化などに伴う 

労働力不足、原材料費や燃料等の価格高騰により、大変厳しい状況が続いていることか

ら、農林水産業の生産力を維持、持続的に成長できるように、「光り輝く雲仙力アップ事

業」として、様々な市独自の支援策をメニュー化し、儲かる農林水産業の実現と力強い産

地づくりに取り組んでいる。 

このことから、雲仙市の取組を学び、今後の本市の事業の参考とする。  

(2) 長崎県五島市 

 ・磯焼け対策について 

 五島市は、九州の最西端、長崎県の西方海上約100㎞に位置し、大小152の島々からなる

五島列島の南西部にあり、総面積は420.12㎢、10の有人島と53の無人島で構成されてい

る。 

 五島地方は対馬暖流の影響が大きく、冬は暖かく夏は比較的涼しいといった海洋性の

気候（西海型気候区）に属し、年間平均気温は17度で、対馬暖流の影響を受け比較的温暖

で、年間降水量は1863ミリ（平成30年）である。 

 五島市では、磯焼け対策として、令和元年度～令和10年度の10年間を期間とした磯焼け

アクションプランを策定し、藻場の保全・再生・利用や、情報発信・共有・人材育成・確

保の２項目を短期、中期、長期に分け、取組内容を明確にすることで、問題・課題の解決

に円滑かつ効率的に取り組んでいる。 

 本市においても、近年の温暖化の影響で磯焼けが進んでいる。そのために、ヒジキや、

まつも、ふのりなどが獲れないほか、藻場がなくなり、アワビなども育ちにくい状況が続

いていることから、五島市で実施している、磯焼け対策、藻場を活用したカーボンニュー

トラル促進事業の取組について学び、本市の事業の参考にする。 
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５ 調 査 概 要 

(1)  長崎県雲仙市 

◆ 光輝く雲仙力アップ事業について 

【概要】 

 雲仙市は、就農者の減少に歯止めをかけるため、合併直後（2005年）から第１次産業の支

援に力を入れている。支援策としては補助金事業を中心に農業分野に20種類の補助メニュ

ー（水産に13種類）を用意している。それらの事業を策定するに当たり、次の３つをポイン

トとしている。 

①使いやすさ（使いたいタイミングで補助金がつかえる。） 

②国・県補助事業の補完的役割（国・県補助事業の対象外となる箇所に支援） 

③支援メニューの多さ（農家の要望に応えるためメニューは毎年見直している） 

予算としては76,502千円（農業）20,138千円（畜産）を全て一般財源で確保している。 

下図に示すようにコロナ禍やロシアのウクライナ侵攻による世界的な経済低迷要因を省

けば生産額は上昇を続け目的を見事に達成している。 

 

 

 

 

 

【所感及び提言】 

 

 

 

 

 

 

 

 

このような実績を勝ち取った具体の補助金支援事業は、 

①スマート農業推進策として５事業 

②農業生産振興策として４事業 

③担い手育成支援策として５事業 

④経営コスト削減推進策として３事業 

⑤農地利活用推進事業（耕作放棄地対策事業）３事業からなる。 
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また、雲仙市の耕作面積は50㎢で農産物の全出荷額は長崎県内でトップであり、単位

面積当たりの出荷額も農地利用が有利でない地理的環境にも関わらず、高い値を示して

いる。（下図参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下図に示すように雲仙市の産業構造は農業が最上位を示していることから、このまち

の財政や雇用を大きく支えていることが伺える。雲仙市は島原半島の最西端に位置して

おり、製造業等の企業誘致には不利な環境にあるといえる。それだけにこのまちの持続

可能性をどの産業に求めるか必然的に農業の可能性に期待を込め、前段で示した各種補

助メニューは、特に規模の小さな農業者にとって痒い所に手が届く、きめ細かな支援策

が結果に結びついている。 
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【所感及び市への提言】 

雲仙市は地理的環境からまちを支える基幹産業を農業と位置付け、徹底して対応策を

検討してきたまちである。県や国の農業振興策の事業は、時代の流れからも大規模化や

スマート農業を主眼に置いていることから、雲仙市のように地理的不利な条件に立たさ

れている地域にとっては、県や国の支援メニューを当てはめようにもなかなか当てはま

らない現状がある。それを放置したままでは、まちの経済や雇用は立ち行かなくなって

しまうことから、この各種補助メニューは徹底して県や国の補助事業から外れてしまう

規模や条件を補完することに力を入れ、農業者の生きがいとやる気と、希望を失わせな

い心のこもった事業とも感じた。 

 財源は一般財源で対応していることから、市の負担も大きくなっていることも確かで

あるが、それ以上に「光り輝く雲仙力アップ事業」により令和元年からの累計投資額≒

30億円を大きく超える出荷額の伸びに至っている。 

 出荷額の伸びはもとより、命を支える農業の担い手が危機的状況にある我が国にとっ

て、雲仙市は新規農業者も着実に増えていることは投資対効果以上の見事な成果と思う。 

本市の農業は、地理的環境は恵まれているがゆえに小規模な農家の声を聴く力が足り

ないと感じた。確かに農業の方向性は収益アップからスマート農業や大規模化、法人営

農が望まれるが、担い手の確保から考えると様々な立場の営農者の期待に応える姿勢が、

将来の就農人材の底支えになることを痛感した。 

本市においても、農業に関心と興味を抱いていただけるよう規模に関係なく様々な農

業従事者の声を聴き、将来の農業従事者につながる環境整備にも力を入れていただくよ

う、「光り輝く雲仙力アップ事業」を大いに参考にしていただきたい。 

 雲仙市はどのような時代を迎えても、普遍的な命を繋ぐ食料を生産していただく農業

の持続可能性のため、危機感を持って事業策定のコンセプトとしている。この危機感か

ら雲仙市は地理的不利な環境を乗り越え、スマート農業への環境整備のため畑作用地の

集約化にも年次計画を立てている。 
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 (2)  長崎県五島市 

◆ 磯焼け対策について 

【概要】 

五島市は、九州の最西端、長崎県の西方海上約100㎞に位置し、大小152の島々からなる、

五島列島の南西部にあり、総面積は420.12㎢、10の有人島と53の無人島で構成されている。 

 五島地方は対馬海流の影響が大きく、冬は暖かく夏は比較的涼しいといった海洋性の気

候に属し、年間平均気温は17℃で、対馬温暖の影響を受け比較的温暖であり、冬には、10㎝

の積雪や、－３℃の日もあり、市内では路面凍結で通行止めとなる個所もあることから、ス

タッドレスタイヤの着用が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

五島市では、年々深刻になっていた磯焼け対策として、令和元年から令和10年度の10年

間を期間とした磯焼けアクションプランを策定し、令和２年12月には二酸化炭素排出ゼロ

早期実現を目指す「ゼロカーボンシティ宣言」を表明。藻場の保全・再生・利用や情報発信・

共有・人材育成・確保の２項目を短期、中期、長期に分け、取組内容を明確にすることで、

問題・課題の解決に円滑かつ効率的に取り組んでいる。 
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【所感】 

本市においても磯焼けが深刻である。春先の海藻が獲れないばかりか、海藻がないことで

エサがないため、アワビの漁獲量も激減している。宮城県においても深刻な磯焼け対策とし

て牡鹿半島の表浜では、特殊なコンクリートブロックを海中に沈める藻場プロジェクトが

行われているが、限定的で石巻市の各浜を見てもあまり効果がみられない。五島市では、行

政・漁協・漁業者が、一体となり、磯焼け対策を行っていた。 

（磯焼け対策に必要なもの） 

１．磯焼けへの知識、２．地元（海）を思う気持ち、３．あきらめない姿勢、４．チャレン

ジする勇気 

この４つのことを皆が意識し、協力し合える環境こそが磯焼け対策の第一歩と言い切る

ほど、自分たちの海を何とか復活させたいと地元の漁業者の気持ちも一つになり、自分たち

で、豊かな海を取り戻そうとしている意欲を感じた。 

浜全体での取組ではなく、きめ細かに、ガンガゼ駆除活動、磯仕切り網の設置、アカモク

試験養殖など各浜での取組、ダイバーの高齢化に対しても、お互いの浜から選出し、磯焼け

バスターズとして浜を越えた取組をしており、行政も寄り添った一体感を感じた。 

 

【市への提言】 

藻場再生は時間がかかる。五島市においても、五島市磯焼け対策アクションプランを平成

31年に策定し、その後、令和元年から10年かけ、１つの地先で５年かけ1.0㏊の藻場回復を

目標と設定し、令和10年には、５地区で5.0㏊の藻場回復を目指すという目標を明確に取り

組んでいる。 

五島市磯焼け対策アクションプランを確実に実行するため、令和元年から令和３年度ま

での３か年事業として、藻場の維持、回復について、民間事業者が持つ新しい藻場回復技術

を公募の上実践し、その成果を総合的に検証し、地域の実情に適応した五島市藻場回復の手

法の普及を図るなど、積極的な取組があることで、漁業者や、漁協などの理解も得て、協力

もいただけることで取組が加速している。 

磯焼けは大きな問題であり、県、国が何とかすべき問題、また、自然環境の変化により難

しいなど、消極的な姿勢では石巻市の基幹産業である漁業を守ってくことは難しい。実際に、

五島市の取組は徹底していた。磯焼けから海の砂漠化が考えられる原因として、水温の環境

変化・海藻を食べる魚の活性化・海藻の生産力の低下が考えられることから、岩場の多い磯

場に網を張って、海藻エサにするイスズミやアイゴ、ブダイのような害魚の侵入を防ぎ、網

に入った場合は取り出し、その害魚も買い取り制度を設けるなど、着々と藻場が再生されて

いる。平成22年に全滅したヒジキが、平成29年に仕切り網の設置により、ヒジキ（乾燥500

キロ）が収穫できるまで回復し、翌平成30年には、食害防止ネットを4.34haにして継続した

ところ、天然ヒジキがいかの産卵床になるなど、効果が顕著になり、天然ヒジキが（乾燥800

キロ）収穫でき、ネットの中はわかめなど海藻が生い茂っている。島山島南岸、笠上など６

つの地先で藻場が造成されている。 

ぜひ、五島市の取組を参考に、漁業者、漁協などと連携し、効果が見える藻場の再生が磯

焼け対策には必要である。 

 

６ 調 査 経 費  ４６９,２４０円  

 

７ 添 付 書 類   別添資料のとおり 


